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76年共同決定法による監査役会での
　　　　　共同決定について
二　神　恭　一
1．はじめに
　西ドイツ企業での労働者の経営参加一経営的共同決定（betriebliche　Mit－
bestimmung）一のシステムのなかには，会杜のトップ機関である監査役会
に労働者代表，つまり従業員代表や労働組合代表が加わるという仕組がある。
それはワイマール時代からの仕組であって，1922年2月15日のr経営協議会法
補足法」の規定には，商法上の法人の監査役会には，経営協議会のメンバーが
1人ないし2人，参加すべきことになっていた。ωすなわち，株式会杜には必
ず監査役会の設置をみるので，これが同法の規定を受けるのはもちろんのこと，
監査役会を設けている有限会杜にも，同規定の適用がある。ただ，合名会杜，
合資会杜，民法上の組合，個人企業には，監査役会がないから，この種の問題
は生じない。しかも，コンツェルソなどの親会杜には，合名会杜や合資会杜の
形態をとるものが多い。けれども，ワイマール時代において，監査役会への労
働老代表の参加が，「少数派モデル」のかたちながらも実現し，今日的な経営
民主主義の重要な類型を見出すことができるのは，意義深いものがあるといわ
ざるをえない。
　しかし，よく知られているように，ナチス時代の到来とともに，ワイマール
時代のほとんどのシステムは終息する。34年のr国民労働秩序法」のために，
すべての共同決定システムは解体されてしまい，いわゆるr指導者原理」
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（帥hrerprinzip）が確立された。経営的共同決定システム，監査役会への労
働者代表の参加というシステムも，r中断期」をむかえるのである。一2〕
　敗戦の45年のあと，監査役会への労働者代表の参加が復活したのは，鉄鋼業
においてであった。しかも，監査役会は労資同数の構成となったのである。鉄
鋼業において労資同数の構成の監査役会が成立したのは，多分に敗戦直後の西
ドイツの特殊な状況と，占領軍とくにイギリス占領軍の方針によるものである
が，この問の事情については，二神・ブルーメ他著，二神訳r労資共同決定」
に詳しいので，幅〕それを参照されたい。その後間もなく鉄鋼業のこのrバリテ
イ・モデル」は51年のいわゆるr共同決定法」の規定となり，石炭業において
も適用をみることとなった。ところが，全民間産業への同モデルの適用を推進
しようとする労働組合側と，これを阻止しようとする企業家陣営との激しい争
いは，間もなく後老の勝利におわった。52年のr経営組織法」のなかでの監査
役会への労働老代表の参加は，従業員数500人以上の全民問企業に適用される
というように，規制の範囲は拡大されたものの，かれらは監査役会の3分の1
を占めるにすぎないと定められてしまった。これはワイマール時代の少数派モ
デルよりは進展したものではあるが，いぜん同じ少数派モデルであって，バリ
ティ・モデルには比すべくもない。労働者代表の監査役会への参加についての
「共同決定法」によるシステムならびに「経営組織法」のシステムに関しては，
別著を参照されたい。倒
　さて，この2つのシステムの成立によって，西ドイツ企業での経営参加シス
テムが完成したことにはならなかった。同システムをめぐる労資の抗争やかけ
ひきは終息をしないばかりか，今日までも継続していて，その抗争のプロセス
において妥協の産物として，いくつかの法規が成立してきた。56年のいわゆる
r共同決定補足法」や71年の「共同決定法適用下の企業におげる共同決定の期
隈付き存続に関する法律」がその例であるが，なんといっても，もっとも有名
なのはいわゆる「76年共同決定法」，すなわち，「労働老の共同決定に関する法
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律」（Gesetzむber　die　Mitbestimmung　der　Arbeitnehmer　von企Mai
1976）であろう。同法は西ドイツの従業員数2，000人以上の株式会杜，株式合
資会杜，有隈会杜などに対し，パリティ・モデルに近い監査役会の構成を義務
づけたものであるからである。なぜ，この段階になって，経営参加システムの
大幅な拡充があったのかという点はきわめて興味深いのであるが，そうした杜
会的，政治的事情については，別著を参照されたい。㈲いずれにしても，新し
いシステムが西ドイツの企業や国民経済や杜会にあたえる影響は決して小さく
はないと予想されるのである。
　さて，小論は「76年共同決定法」による監査役会での経営参加の仕組を，やや
詳しくとり上げようとするものである。もっとも小論はそうした仕組を網羅的
にとり上げるのではなく，重要だと思われる点にかぎって論じることにしたい。
注（ユ）ワイマール時代における労働者代表の監査役会への参加については，簡単ながら
　　非常に優れた叙述があ札犬塚一朗箸『工場内福利施設に関する研究一特に其の
　　構造及これが経営経済的影響に就て』弘文堂書房　昭和13年。
　（2）F．Farthmam，Arbeitnehmervertreter　im　Aufsichtsrat，in：Handw6rterbuch
　　des　Persona1wesens（hrsg．E．Gaugler），Stuttgart1975．S．123．
　（3）二神・ブルーメ他著，二神訳『労資共同決定』　ダイヤモンド杜　昭和50年　参
　　照。
　（4）二神著『西ドイツ企業論』東洋経済新報杜　昭和46年　参照。
　（5）二神著『参加の思想と企業制度』日本経済新聞杜　昭和51年　参照。
2．　「76年共同決定法」の特徴
　いわゆるr76年共同決定法」は，企業レベルの経営参加を規定するものであ
る。それは経営体（事業場）レベルと職場レベルの経営参加をとり上げてはい
ない。つまり，「76年共同決定法」のシステムは，経営体や企業のなかでおこ
なわれる，労働条件を主にした労使交渉や，職場での労働者の自主化にかかわ
るものではない。ところで，企業レベルの経営参加とは，より適確には，労働
老代表の会杜機関への参加を意味する。この参加については，じつに多くの形
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態があるのであるが，西ドイツ企業に限定しても，いくつかの方式が識別でき
るわげである。
　西ドイツのように，r株式法」の規定にもとづき，業務執行に対する監督機
関と業務執行機関がかなりはっきりと分離し，それぞれの会杜機関の設置をみ
ているところでは，企業レベルの経営参加には，2つの可能性があるわげであ
る。すなわち，業務執行に対する監督機関への参加と，業務執行機関そのもの
への参加である。前者の監督機関の権力は国により様々であるが，西ドイツの
場合は強力である。それどころか，監督機関たる監査役会は，業務執行機関た
る取締役の任免権をもってい乱つまり，それは経営者の選出をおこたうので
ある。西ドイツ企業での会杜機関への参加は，r共同決定法」による鉄鋼・石炭
部門，モンタン部門のケースを除いて，監督機関つまり監査役会への参加を意
味するのであるが，r76年共同決定法」の場合も例外ではないのであ乱　とこ
ろで，労働者代表が監査役会に参加する場合にも，いくつかの方式があること
はすでにふれた。つまり，22年のr経営協議会法補足法」のようなモデルもあ
れば，52年のr経営組織法」のような少数派モデルもあるし，51年のr共同決
定法」のパリティ・モデルもある。ωまた，労働者代表というカテゴリーにっ
いて，それが労働組合代表をふくむことが明記されている場合もあれば，そう
ではないときもあ乱そのほか，かれらの選出方法などに関しても，差異がみ
られるのである。
　r76年共同決定法」では，株式会杜，株式合資会杜，有隈会杜，法人格をも
つ鉱山会杜，協同組合といった法律形態をもつ企業にして，従業員数2，000人
以上の企業がその規制の対象となるわけである（同法第1条（1））一人的会杜
や個人企業ぱ原則として対象とはならない。監査役会についていうと，その上
限の規模はr株式法」の規定により，資本金の額に応じて定められていた（株
式法第95条）。121もっとも，r共同決定法」とr共同決定補足法」の適用下にあ
った企業の監査役会については，別であった。ところが，「76年共同決定法」
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の適用をうける企業の監査役会の規模はいまや，従業員数によってきまるので
ある。す次わち，同法第7条によると，従業員数2，000人から10，OOO人までの
企業の監査役会の規模は，12人であり，従業員数10，000人から20，O00人までは
16人・従業員数20，000人以上は20人と定められている。その構成はいずれも偶
数である点は注意を要する。同法同条にはつぎのような規定がみられる。r1．
常用従業員数が10，000人をこえない企業の監査役会は，所有者側と労働者側の
監査役各々6人から構成するものとする。
　2、常用従業員数10，000人をこえ，20，000人をこえざる企業の監査役会は，
所有老側と労働者側の監査役各々8人から構成するものとす㍍
　3．常用従業員数20，000人以上の企業の監査役会は，所有者側と労働者側の
監査役各々10人から構成するものとする。
　・・……・」
　なお，労働者代表聞の割り振りは，同法第7条（2）によると，
　r1．　6人の労働者側監査役が所属する監査役会においては，企業従業員4
人と労働組合代表2人，
　2．　8人の労働老側監査役が所属する監査役会においては，企業従業員6人
と労働組合代表2人，
　3．10人の労働者側監査役が所属する監査役会においては，企業従業員7人
と労働組合代表3人……」というように定められている。
　r76年共同決定法」の監査役会の構成は形式上，パリティ・モデルであるか
のようにみえる。すなわち，それは外見上労資同数の構成のかたちをとってい
る。たとえば，12人からなる監査役会の場合，6人の監査役は従来どおり，株
主総会において選出されるが，残りの6人のうちの2人は労働組合の手で推薦
され，従業員数8，000人以上の企業ではあとの4人は従業員の手で直接に選挙
される。一般にはまえの6人が所有者側の監査役であり，あとの6人が労働着
側の監査役であるといわれる。もっとも，労働者側の監査役とよぱれるものの
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なかには，指揮職員（leitende　Angeste11te）の代表もふくまれている。ここ
にいう指揮職員とはあいまいたことばであり，連邦議会での法案の審議のプロ
セスでも大きな論議をよんだ術語であり，経営学的にも明確な定義はできな
い。r76年共同決定法」は第3条において，r経営組織法」第5条2にいう人び
と，つまり，会杜の代表機関のメンバー，人的会杜の杜員は除いて，同法第5
条3にいう指揮職員も，労働老一被用者（Arbeitnelmer）のカテゴリーに
ふくめている。この意味での指揮職員とは，「任用と雇用契約により独立の個
人的決定の権限があり，ないしは一般代理権や業務代理権をもち，あるいは事
業所での重要な職務に対し責任を負う」人びとのことである。指揮職員とはわ
かりやすくいえば，rその活動が企業指揮にかかわっており，大きな決定裁量
を右し，一般労働者とのあいだに利害の相反関係がある」値1人びとのことであ
る。それは上・中級管理者や高級スタッフを意味する。しかし，かれらの動機
や行動はまさにr般労働老とのあいだに利害の相反関係」があって，一般労
働老のそれらとは食い違うことのほうが多いのではないか。しかも，従業員代
表の選挙にあたっては，労務老と職員と指揮職員のグループが分離選挙をおこ
なう定めになっているため，指揮職員の代表は，労務老や職員の意向を留意す
る必要もないのであ私指揮職員を代表する監査役は，株主総会で選出される
監査役と同一歩調をとる可能性も大きいのである。いずれにしても，指揮職員
の代表が監査役会に参加するというのは，「76年共同決定法」のモデルの特徴
である。いうまでもなく，r共同決定法」やr共同決定補足法」のモデルでは，
指揮職員は登場してこないのである。
　r76年共同決定法」のモデルでは，r共同決定法」の場合にみられた，r中
立」の人物が欠けている。バリティ・モデル下のモンタン部門の監査役会にお
いては，労資の陣営が対立したとき，「中立」の監査役が最終の判断を下す必
要があると考えられていた。けれども，現実には，そうした票決状況はほとん
どなかったし，r中立」の監査役というポストは監査役会議長のポストとのか
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ね合いで，いずれかの障営が入手することが多かった。要するに，このr中立」
の監査役は立法者が意図したようには，機能をしなかったわけである。r76年
共同決定法」は形式上はパリティ・モデルにみえるけれども・実質的には・資
本側優位1を前提としたものであり，そうした仕組がセットされている。それは
とりわけ，あとでふれるように，監査役会議長の票決に関しての権限にある。
同モデルの実質からすれば，r中立」の監査役は必要ないのである。
　さて，いままでのべてきたところには，所有者側の監査役とか，労働老側の
監査役という表現がLばしばあった。「中立」の監査役ということばも使った。
少くとも所有老（側）の監査役ならびに労働老（側）の監査役という表現はr76
年共同決定法」にもみられる（たとえば，同法第7条など）。だが形式論だけ
からいうと，r76年共同決定法」は，「共同決定法」や「共同決定補足法」の場
合と同じように，所有者側の監査役が資本の利害を代弁し，労働者側の監査役
が労働者の利害代表者として機能することを前提とはしていない。14〕所有者側
の監査役といい，労働者側の監査役といい，それはじつは選出方法の差異によ
るものだという点は注意を要する。ないしは，選出方法の差異だげによって，
こうした区別があるにすぎない。いうまでもなく，前者は株主総会から選ばれ，
後老は労働者の手で選ばれる。監査役会のなかでのrベソチ」までもきまって
いるわけではないのである。
　しかも，r76年共同決定法」によると，監査役は同じ権利と義務をもつ。こ
の意味において，監査役会のメソバーには同質性もあるわけである。労働老側
の監査役も他の側の連中と同じように，細心の注意をばらう義務もあるし，ま
た責任もある。したがって，労働者側の監査役が純粋な利害代表の域にとどま
ることは排除されているのであって，かれらも企業の繁栄について責任がある
と考えられる。したがって，監査役会での共同決定なるものは・経営協議会の
共同決定とは根本的に異なる。後者の場合には，たしかにr信頼に満ちた協力」
がうたわれているけれども，従業員の利害が認知されているし，使用者に対す
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る交渉が展開されることになる。それに対して，前者にあっては，労働者側も
監査役会のメンバーになることが規定されているだげであって，労働者の利害
代表性には言及されていない。
　したがって，監査役会での共同決定の核心は，監査役について労働者も選挙
権をもっ，ということである。株主だげではなく，労働者も監査役を選出する
のである。もっとも，これは株主総会で監査役の半数を，また労働者が残りの
半数を選出するというかたちをとる。しかも，後者が選ぶ監査役は一定の人的
要件を満していなげればならない。補足の説明をすると，監査役会は業務執行
である敢締役を選出する。つまり経営老を選出するのである。したがって労働
者は株主と同じように，経営老の選出に間接に参加することになる。
　形式法的にみると，一般に，監査役会の機能や構造に関して変更はない。と
くに，株主が選出する監査役も労働老が出す連中も，それぞれの全権委任者
（imperatives　Mandat）ではない。監査役会は独立の機関である。監査役は，
かれらを選出した人びと，つまり株主や労働者から，なんらの指示を受けるも
のではない。つまり，労働者が選んだ監査役についても，かれが自分の禾膳や，
選出母体の利害を越えて行動すること，労資の広汎な利害のジンテーゼをつく
り出すことが期待されるのである。かれらは，利害代表者たる役割を踏み出し，
株主総会が選出した監査役と同じように，企業そのものの維持・発展を考えて
行動Lなければならない。
　もっとも，以上のべたことは多分にタテマエ論であり，「法的な理念型」
（recht1iches　Idea1typ）の間題であって，現実の様相とは当然に違う。労働
老側の監査役と所有老側の監査役とでは，行動様式が異なる。「76年共同決定
法」においては，監査役会議長とその代理者の第二選出手続の際といった，い
くつかの場合について，監査役のグループ区分をおこなっている。しかし，こ
うしたグループ区分が期待されてよい場面にも，それがおこなわれていない。
注（1）西ドイツ企業での企業レベルの経営参加のモデルは，法律による現実のモデルの
　　ほかに，政党などの提案をふくむ紙上のモデルが多数ある。それらのなかには，遠
　　邦政府の「共同決定専門委員会」，いわゆるビーデソコッフ委員会の提案のごとく，
　　非常に重要なモデルもあるのであるが，ここではそれらに関説はできない。ピーデ
　　ソコッフ委員会，その報告書，提案等については，つぎを参照のこと。前掲の二神
　　著，参加の思想と企業制度。
　（2）株式法第95条の規定はつぎのようになっている。r監査役会は3人をもって溝成
　　する。定款の定により，これより多い一定人数を決めることができる。その人数は
　　3で割り切れるものであることを要する。監査役の最高人数は資本金の額によるも
　　のとする。
　　　300万ドイツェマルク未満の会杜　　　　9人
　　　300万ドイツェマルク以上の会杜　　　　15人
　　　2，OOO万ドイツェマルク以上の会杜　　　21人
　　　　　　・・」。
　（3）R．Strasser，G．Haas，H．Bacher㎜d　W．Scheuer，Mitbestimmung　in　der
　　Praxis，MOnchen1976，S．31．
　（4）　こうした見解は，たとえばH・カルマイヤーが主張している。H．Ka1lmeyer，
　　Mitbestimmungsgesetz1976，Leitfader舖r　Aufsichtsratsmitglieder　in　nach
　　dem　Mitbestimmungsgesetz1976mitbestimmten　Aufsichtsr註ten，Der　Betrieb，
　　Beilage　Nr．11／78、
3．監査役会の議長と決議の仕方
　監査役会には議長がいて，重要な機能を果していることは，よく知られてい
る。r株式法」第107条1の規定によると，監査役会は定款の定めにしたがい，ひ
とりの議長および少くともひとりの代理人を選挙しなければならない。監査役
会議長は取締役から報告をうけたり（株式法第90条1），監査役の委員会への
出席の是非を決めたり（同法第109条2），監査役会を招集したり（同法第110条
1），取締役会議長とともに資本増加や条件付資本増加の決議を登記のために届
出たり（同法第184条1）することになっている。そのほか，監査役会議長は
フォーマル，インフォーマルに犬きな役割を演じてい私監査役会への労働者
代表の参加のために，監査役会の機能の低下が目立つなかで，ω監査役会議長
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のポストのほうは重要になっている。とくに所有者側の強力な人物がこのポス
トにあるときには，そうした監査役会議長は取締役とその業務執行に対L，非
常に大きな影響力を及ぼす。ところで，r76年共同決定法」のモデルでは，監
査役会議長の立場は，いっそう強力になっている。それは一定の前提下におい
て，議長には2票目の行使がみとめられているからである。なお，r株式法」
によると，「少くともひとりの代理者」を選ばなげればならない。「76年共同決
定法」は一応，ただひとりの代理者を選ぶことにしている。いうまでもなく，
これは所有者側には議長のポストを，労働者側には代理老のそれを配分するた
めである。この点では，修正があるわけである。もっとも，監査役会が単純多
数によって，いまひとりの代理老を選ぶことは差し支えない。
　ところで，監査役会議長と本来の代理老の選挙について，r76年共同決定法」
は3分の2の多数決で選ぶべきだとしている。すなわち，r監査役会は全溝成員
の3分の2の多数決をもって，その構成員のなかからひとりの監査役会議長と
ひとりの代理者を選ばなければならない」（76年共同決定法第27条1）。だから，
12人の監査役会のときには8人，16人の監査役会の場合には11人，20人の監査
役会では14人の多数によって議長が選出される。そこで，この選出にあたって
は，できるだけ多くの監査役の出席が必要だろうL，いわゆる駆り出し戦術を
とるだろう。しかし，一方の陣営だけの票では，監査役会議長のポストは入手
できず，少くともr部分連合」が成立しなければならないだろう。こうした規
定の基本的な考え方とは議長とその代理者は摩擦のない協力のために，最大多
数の信任を得ていなければならないということである。成功裡に選出をやるた
め，議長（あるいは代理者）侯補老に関する清報を入念に流すことが必要であ
ろう。この点では，取締役もイニシアティブをとりうる。通常は議長侯補者に
所有者側の監査役がなり，代理者侯補者には労働者側の監査役がなるという，
いわゆる連結（KOppe1ung）がおこなわれる。これは多分，r76年共同決定法」
の意図にそうものである。つまり，監査役会では所有老側が優位に立つべきだ
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とする考え方にそうわげである。
　議長や代理老の侯補者が必要な票を獲得できないときには，別の手続が必要
になる（同法第27条2）。すなわち，そうなったあとは，所有者側の監査役と
労働者側の連中は，それぞれ別々に選挙をおこなう。しかも，前者のグループ
は議長を，後老のほうは代理者を選出するのである。②そのときは多数決であ
る。また，監査役の半数しか選挙に参加しなかったため，最初の選挙がうまく
いかなかったといった場合にも，分離選挙がおこなわれる。
　ところで，r76年共同決定法」によると，監査役会での決議には，少くとも
半数の監査役が加わることが必要である（同法第28条）。12人の監査役会では
6人が，16人の場合には8人が出席しなければならないのである。出席して，
決議に加わる監査役が所有者側だろうと，労働老側だろうと，それは間わた
い。12人の監査役会だと，所有老側が1人，労働者側が5人出席して，決議を
しても差し支えない。もっとも，決議に加わることのできぬ監査役は，r株式
法」第108条の規定にしたがい，文書による投票をすることができ私不在投
票である。だが，これをやるには会議まえにおいて決議をする対象がよくわか
っていて，代替案も明確であることが条件だろう。また，いまひとつの仕方と
しては，欠席したメンバーには一定期間後に一追加の投票をする可能性を設ける
方法もある。このためにぱ出席したメンバーの一致した決議が必要であ飢さ
らに，決議を延期するという手もあろう。だが，延期したとしても，比較的す
ぐあとにおいて，監査役会の新Lい会議がまた開かれなければならない。
　ところで，r76年共同決定法」ば，決議が賛否同数に。なった場合について，
特別の規定を設けている（同法第29条1）。こうLた場合，一般には動議は否
認されたことになるだろう。しかし，監査役会の決議では，そうではないので
ある。所有者側の監査役と労働老側のそれがいて，行動様式に差異があること，
労資同数だということのために，決議の賛否がひんぱんに同数になることが，
予想されるためであ乱というよりも，所有者側が意思を貫徹するには，賛否
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
　12
同数の際に動議が否決されることになったのでは，困まるわげである。r76年
共同決定法」では，そうした状況になったとき，監査役会議長が2票目を投じ
る。そして，既述したように，監査役会議長のポストは，つねに所有者の手中
に帰する仕組になっている。なお，議長の2番目の投票は，つねに賛否が同数
になったときにおこなわれる。たとえば，所有者陣営内も意見が二つに分かれ，
労働者側もそうなっていて，投票にあたって票数が同じだというケースでも，
そうである。所有者側だと，大株主と小株主のあいだに対立があったりするし，
労働者側では，従業員代表と組合代表のあいだに意見の食いちがいが生じたり
する。とくに労働者側には，指揮職員代表が入っているので，まとまりに欠け
るところがある。多角化した企業だと，異業種の経営体がそれぞれ選出Lてい
る従業員代表間においても，不調和音が生じ勝ちである。
　さて，監査役会議長による2票目の行使は，2回目の投票をおこない，しか
もこれが賛否同数になることが前提である。議長が2票目を行使することもあ
るし不成立にしたいときには，これを使わず，そのままにすることもある。
　さて，監査役会には，分科委員会が設げられることが多い。それは監査役会
の体制の一翼をになうものである。「株式法」第107条3によると，こうLた
分科委員会は監査役会のおこなう審議と決議の準備，ないL決議の実行の監視
をする。だが，限定された事項について，決議そのものを委ねることもできる，
とする解釈もある。こうした決定委員会では，とくに取締役に対する任用契約
の締結と変更や，取締役の業務に対する同意といった問題が論じられる。それ
らの間題に関する権限は株式法第111条により，定款または監査役会みづから
が留保するものである。
　r76年共同決定法」は，取締役の選任の際に一定の機能をはたす，いわゆる4
人委員会の設置を別とすると，監査役会の分科委員会にふれるところがない。
したがって，委員会を労資同数構成にするといった強制はないわげである。ま
た，連邦裁判所の判決によると，決定委員会は少くとも3人構成でなければな
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らない。分科委員会についていうと，さきの4人委員会のごとき，労資同数の
場合は例外である。そうした構成の委員会があっても，それはごく特殊な委員
会に隈られている。
注（1）E　Gaug1er，Betr工ebswlrtschaftI1che　Komponenten　des　Mltbestmmmgsguta・
　　chtens，in：Mitbestimmung－0rdmngselement　oder　po1itischer　KompromiB
　　（hrsg．F．B6hm　und　G．Briefs）Stuttgart1973．
　（2）この点についての「76年共同決定法」第27条2の規定は，つぎのようになってい
　　る。「監査役会議長ないしその代理者の選出にあたって，1項が規定する必要な多数
　　を獲得できないときには，監査役会議長とその代理者の選出のため，第二の選出手
　　続がおこなわれる。この選出手続においては，所右者（側）の監査役は監査役会議
　　長を，労働老（側）の監査役は代理者を，そのときの投じられた票の多数をもって
　　選ぶ」。
4．監査役会，敢締役人事，業務執行
　監査役会は業務執行機関とどのような関係にあるか。つまり，監査役会と取
締役とはいかたる関係があるか。業務執行機関に対する監査役会の決定的な権
利は，はじめに・ふれたように，最高5年の任期をもつ業務執行機関のメンバー
を任命することである。これは株式会杜で以前からおこなわれていたことであ
る。ところが，r76年共同決定法」は有限会杜の監査役会に対しても，こうし
たシステムを採用したため，有限会杜の構造には，犬きな変化が生じることに
なったほどである。ただ，株式合資会杜の場合には，個人的責任をもった杜員
がそのまま業務執行者になっているのであるから，当システムは援用できない
（同法第31条1）。
　監査役会において取締役を任命する際のやり方は，通常の決議の方法とはち
がっている。これはやはり，取締役人事の重要性のためであろう。まず，投票
に加わった人の多数が賛成するのでは十分ではなく，監査役会メンバーの多数
が賛成することが必要である（同法第31条2）。監査役会の現在の人数（Ist－
St註rke）が重視されているわけである。この規定があるため，ある取締役侯補
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
　14
老について，所有老側の監査役が賛成しているのに，労働老側の監査役が全員
反対しているときには，所有者側のほうは全員が投票に参加しなければならな
い。しかも議長は2票目を投じなければなるまい（同法同2条）。ところが，
議長は第1回の表決で票が真2つになったとき，直ちに2票目を投じることは
できない。これがまた，監査役会での一般の表決とちがう点である。ω第1回
目の表決では，3分の2の多数が必要である。第2回目の表決においては，監
査役会メソバーの多数があればよい。だが，第2回目の表決は4人委員会が取
締役人事の提案をおこなったあとカ㍉ないしは第1回目の表決後1ケ月経過し
たあとでなげれば，実施することはできないのである。なお，この4人委員会
についてはr76年共同決定法」によると，労資同数の常任制であって，議長と
代理者の選挙のすぐあとに人選がおこなわれる。当委員会に一は議長と代理者が
加わるほか，労資別々にもう1人づつ選出する（同法第27条3）。議長は委員
会では2票目を投じることはできない。したがって，委員会の提案は，いずれ
か一方の陣営の意向だけでは成立しない。他方の1人ないし2人の同意を取り
付けることが必要である。
　なお，「76年共同決定法」は取締役のうちの労務担当取締役（Arbeitsdirek－
tOr）に関し，別様の規定をしている（同法第33条）。｛2］この規定は法的には，
付加的な任命行為にふれるものではなく，取締役任命規定のたんなる補完にす
ぎないと解されてい飢この規定によると，取締役のうちのひとりを任命する
際に，人と機能がむすびつけられなげればならない。つまり，この取締役は任
命決議の内容にしたがい人事・杜会分野（PersOnal・und　SOzialressort）に対
し権能をもつわけである。もっとも，ここにいう人事・杜会分野とは，ほぼ労
務管理を内容とするのであろうが，このr人事・杜会分野」の範囲は一義的に
規定されているわけではない。包括的である場合もあれぼ，そうでないときも
ある。なお，この取締役は労務管理だけを担当しなげればならない，というこ
とではない。ほかの分野を兼担することはできるのであ私なお，労務担当取
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締役の任命規定は，株式合資会杜には適用されない。
　監査役会は一般的規定によると，業務執行を監督しなげればならない。業務
執行の措置は監査役会に委譲できない，というのはr株式法」のよく知られた
規定である（株式法第111条4）。ドイツの企業のトップ機関では，業務執行と
それに対する監督を分担しようという原則がある。わが国やアメリカの場合に
みられるような，業務執行の意思決定と執行をわかち，前者を取締役会が，後
者を代表取締役，つまり杜長がそれぞれ担当するシステムとは対照をなすわけ
である。
　ところが，ドイツの企業のトップにおける業務執行機関と監査役会のあいだ
の権力配分というこの厳格な原則は，定款の定めまたは監査役会の決議にもと
づいて監査役会がいわゆる重要業務に対する同意権をもつことにより崩れるの
である。つまり，一定の重要な業務については，取締役だげで決定することを
ゆるさずに，監査役会の同意が必要だと定めることができる。監査役会が重要
な業務に対して同意権をもつことは，多分に，監査役会が業務執行に介入する
事態を意味しよう。従来，株式会杜の場合には，とくに所有と経営の分離が不
十分なところでは，現実にそうした事態がみられた。ところが，いまやr76年
共同決定法」の制定により，有隈会杜の監査役会も，重要業務に対する同意権
をもつことになった。ただ，株式合資会杜には当該規定は通用しない。
　ところが，監査役会が重要業務に対し同意権をもつという確定は，監査役会
全体の決議によってのみ可能である（株式法第107条3）。そして，この決議は
議長がもつ2票を計算に入れるならば，所有者側の監査役だげでもやることが
できる点が注意されなげればならない。また所有者側の監査役だけで，同意権
をもたないように決議することもできる。逆に，労働者側の監査役は全員がま
とまったとしても，当問題に決定的な作用を及ぼしえない。たお，同意を要す
る重要業務についての個々の具体的な検討は，これを分科委員会のほうに付託
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することができる。
　つぎに，監査役会は年次決算に関し，業務執行機関に対し大きな権利をもっ
ている。取締役は監査役会に対し，作成した会杜の年次決算書，営業報告書
（Gesch直ftsbericht），利益処分案を提出する義務がある。そして全体の監査
役会はこれらを検査し，その検査結果を文書にして，所有者総会（株式会杜の
場合はいうまでもなく株主総会）に報告しなければならない。これは分科委員
会に付託することはできない。しかも，監査役会はこの報告のなかで，取締役
が作成した年次決算書の肯非について説明したければならない（株式法第170
条，171条）。監査役会によるこの肯認か否認かが，年次決算の確定を意味する
わけである（同法第172条）。監査役会はその報告書を取締役に渡し，取締役は
これを株主総会に提出しなげればならない。
　監査役会はこれらの活動にあたって，決算検査人（Absch1uBpr趾er）の助
けを得ることができる。取締役は監査役会に対し，検査報告書も提出する義務
がある。各監査役には検査報告を受ける権利がある。すなわち，各監査役はこ
のための十分な機会をもたたげればならない。年次決算を議題とする監査役会
会議にただ出席するというだけでは不十分だろう。検査報告書が各々の監査役
の要求にもとづき，かれらに手渡されることにたろう。監査役会議長だけがこ
の検査報告書を持っていて，他にこれを閲覧させないというのは許されない。
監査役会のいわゆる財務諸表会議には，取締役である経営老も加わって，会杜
の収益性について報告をしなけれぼならない。「株式法」はとくに自已資本の
収益性（Rentabilit包t　des　Eigenkapita1s）にふれている。もっとも，これは
自已資本収益性に関する報告だけすればよい，ということではないであろう。
　ところで，年次決算についての監査役会の以上のような権利は，株式会杜の
場合のものである。これが有限会杜の場合には，当規定ばそのまま適用される
のであるが，株式合資会杜にあっては，必ずしも，いまの規定通りではない。
有限会杜では，監査役会が年次決算，営業報告書，利益処分案を検査し，その
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結果を杜員総会へ報告しなければならない。監査役会はこの検査をおこなうこ
とができたげればならない。Lたがって，有隈会杜の監査役会にも，このため
の資料を受けとる可能性があたえられている。監査役会はこの報告書のなかで
検査人による検査結果について，意見を表明Lなけれぱならない。だから，監
査役会に対しても検査報告がおこなわれる。ただ，有隈会杜の業務執行者は，
会杜の収益性について監査役会の会議に報告する必要はない。
　なお，監査役会はその一般的な監督・監査機能のなかで，さきの同意を要す
る業務とは別に，業務執行上の多くの間題について助言をしている。その意味
では，監査役会は業務執行に包括的にかかわることを，さまたげられてはいな
いわげである。しかもこれは株式会杜の場合だけではなく，有限会杜や株式合
資会杜の際ににもみられることである。もっとも，監査役会が業務執行上の問
題に対して意見を表明したり，業務執行者に対し具申をするとしても，業務執
行者は形式上その拘束をうけることはない。ただ，監査役会がこうした広汎な
監督・監査機能を行使するなかで，業務執行者，取締役に対し，ほとんど無制
脚こ情報を求めることができるようになるかもしれない。企業形態を問わず，
監査役会も個々の監査役も，会杜の一定の業務についての報告を，いつでも求
めることができるし，業務執行機関からのすべての報告を知る権利もある。
注（1）「76年共同決定法」の箏31条2以下はつぎのような規定になっている。「2．監査役
　　会は企業の代表機関の構成員を，監査役会構成員の投票の少くとも3分の2の多数
　　をもって任命する。
　　3．前項2による任命が成就しないときには，第27条3にいう監査役会分科委員会は，
　　前項2による多数が成立しなかった投票のあと1ヵ月以内において，監査役会に対
　　し任命の提案をしなげれぽならない。この提案は他の提案を排除するものではな
　　い。監査役会は企業の法的代表機関の構成員を，その構成員の多数をもって任命す
　　る。
　　4．前項3による任命が成就しない場合，改めて投票をおこない．監査役会議長は2
　　票を行使するものとする。2票目の投票に際しては，株式法第108条3の規定が適
　　用される。代理著は2票を投ずることを得ず。
　　5．前項2から4までの規定は，企業の法的代表機関の構成員の任命の撤回に対Lて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
18
　も同じく適用される。」
（2〕「共同決定法」の窺定する労務担当取締役と，「共同決定補足法」や「76年共同決
　定法」の規定するそれのあいだには，任免上，決定的な差異がある点に注意し改け
　れば恋らない。前老の場合，その任免は監査役会における労働老代表の遇半数の意
　思に反してはならない。この点については，二神著，西ドイツ企業論，参照。
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